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序　　　　　文

　アルゼンチン共和国は国土の２割が世界有数の大穀倉地帯の平原であり、その平原を活用して

畜産が当国の主要産業の一つとなっています。農産品の輸出はアルゼンチン共和国全輸出のうち

の６割を占めており、畜産物についても重要な外貨獲得源となっています。アルゼンチン共和国

はこの主要輸出品である畜産物について、肉の品質向上を図り、他国との競争力を高めたうえで

輸出拡大をめざしています。

　国際協力事業団は、平成５年、平成７年、平成９年における日本人専門家の派遣、及び平成

10年の事前調査団の派遣を経て、平成11年２月１日から平成14年１月31日までの３年の期間にお

いて、研究協力「環境保全型家畜生産システム」を実施しました。本件協力の終了にあたり、当

事業団は協力実績の把握や協力効果の評価を行うことを目的として、平成13年12月４日から12

月14日まで終了時評価調査団を現地に派遣しました。

　本報告書は、同調査団によるアルゼンチン共和国関係者との協議、及び現地調査などの結果を

取りまとめたものです。本報告書が、今後の協力実施の際の参考となるとともに、達成された成

果がアルゼンチン共和国の畜産業の発展に寄与することを祈念する次第です。

　本件協力及び本調査の実施に際し、ご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心よ

り感謝申し上げます。

　平成14年８月

国際協力事業団

理事　鈴木　信毅



評価調査結果要約表
１．案件の概要
国　名：アルゼンチン共和国 案件名：環境保全型家畜生産システム
分　野：農　業 援助形態：研究協力
所轄部署：中南米部南米課 協力金額（評価時点)：

先方関係機関：ブエノスアイレス大学（UBA）
　　　　　　　農学部
日本側協力機関：北海道大学、京都大学ほか協力期間

(R/D) ：1999.2.1～2002.1.31
(延長) ：
(F/U) ：
(E/N)（無償） 他の関連協力：

１．協力の背景と概要
　　アルゼンチン共和国（以下､「アルゼンチン」と記す）の主要輸出品目である畜産物は、近
年競争力が低下しており、特に牛肉の生産性向上とともに肉質向上が課題となっている。国
立ブエノス・アイレス大学農学部は、アルゼンチン政府の国策に沿って、牛肉の肉質の向上
とその良質肉の生産性向上を目標に研究を進めており、フィードロット（穀類飼育）方式に
よる肉質の改善、さらに穀物給餌を増加させたときの環境汚染の程度の速度等、アルゼンチ
ン独自の解決すべき課題に取り組んでいる。かかる状況から、草地をいかに活用し、保全し
ていくかという環境保全全面、及び肉質改善、生産性向上の両面から分析評価するとともに、
家畜の栄養学的研究を行うことを目的として、アルゼンチン政府より我が国政府に対して本
研究協力の要請がなされたことを受け、1999年２月１日から2002年１月31日までの３年間を
実施期間として本研究協力を実施した。

２．協力内容
　(1) 上位目標
　　　国立ブエノスアイレス大学で構築された研究成果が、牧畜業者に普及する。

　(2) プロジェクト目標
　　　環境保全型家畜生産システムの普及基盤が整う。

　(3) 成　果
　　１）各生産段階における肉質評価手法が研究される。
　　２）高品質な肉牛の効率的飼育法が研究される。
　　３）持続可能な、草地利用による肉牛生産システムが研究される。

　(4) 投入（評価時点）
　　日本側：
　　　長期専門家派遣  2名　　機材供与　　　 3,793万3,000円
　　　短期専門家派遣 17名　　ローカルコスト負担　  ― 　円
　　　研修員受入れ  6名　　その他　　　　　　　1,079万円(現地業務費)
　　アルゼンチン側：
　　　カウンターパート（C/P）配置 17名　　機材購入　　肉質研究機材ほか
　　　土地・施設提供（肉質研究棟ほか） ローカルコスト負担
　　　その他



Ⅱ．評価調査団の概要
調査者 総括・団長　　　　　　岩谷　寛　　　JICAアルゼンチン事務所次長(現地参加)

家畜栄養学　　　　　　矢野　秀雄　　京都大学大学院教授
評価計画　　　　　　　小谷　知之　　JICA中南米部南米課職員
PCM手法による評価　　鈴木　修一　　国際開発高等教育機構事業部職員

調査期間 2001年12月４日～2001年12月14日 評価種類：終了時評価
Ⅲ．評価結果の概要
１．評価結果の要約
　(1) 妥当性
　　　環境保全型家畜生産システムの研究を行い、普及基盤が整うこと及び研究成果が牧畜業

者に普及すること（プロジェクト目標・上位目標）は、評価時においても国・大学・牧畜
業者などすべての畜産関係者のニーズと合致している。

　(2) 有効性
　　　普及機関（国立農牧技術院（INTA）、アンガス協会、国立農産品衛生品質管理局（SENASA）

など）との技術協定の締結及び契約により､「環境保全型家畜生産システム」の普及基盤の
整備は十分に行われた。

　(3) 効率性
　　　洪水や機材設置の遅延など負の影響にもかかわらず、成果はほぼ達成されている。日本

側投入（専門家の派遣、機材の投入、研修員の受入れ）の質・量・タイミングとも適切で
あった。またUBA側も、厳しい予算状況にもかかわらず供与機材に係るメンテナンス費用
の確保に最大限の努力を払い、適材適所の人材配置を行った。

　(4) インパクト
　　　既に本プロジェクトの上位目標である「研究成果の普及」は、INTA・アンガス協会を通

じて、また、UBAにより開始されている。さらに、UBA・宮崎大学の農学部同士の学術提
携など、UBAの研究・教育体制によい影響を与えた。

　(5) 自立発展性
　　　行政をはじめ、畜産関係者の本研究成果に対する関心は高いので、政策的支援は得られ

ると考えられる。また家畜生産学科は、ヘンダーソン牧場・アンガス協会との契約などに
よる独自予算確保の見通しもあり、自立発展性は高いと考えられる。

２．効果発現に貢献した要因
　(1) 計画内容に関すること
　　　日本側及びUBA側において、入念な活動計画がなされた。
　(2) 実施プロセスに関すること
　　　JICAによる機材供与と日本人専門家による技術移転、及びUBA側の厳しい予算状況にお

いて、可能な限りの財政的支援、そしてUBAのC/Pの高い目的意識と研究意欲が効果発現に
貢献した。

　　　また、プロジェクト期間中にアルゼンチンの農牧普及機関や、民間団体との協定・契約
の取極めがなされた。

３．問題点及び問題を惹起した要因
　(1) 計画内容に関すること
　　　本研究協力の実施当初に作成されたPDMにおける「UBAにおける構築された家畜生産シ

ステムや家畜栄養学・肉質改善の研究成果がINTAを通じて牧畜業者に普及される｡」とい
うプロジェクト目標について、本プロジェクト関係者の間で必ずしも十分に理解されてい
なかった。



　(2) 実施プロセスに関すること
　　　洪水といった気候の変動により、屋外試験場で計画していた活動が計画どおり進まなかっ

たこともあった。

４．結　論
　　本研究協力における研究課題は、①肉質・肉量の評価法確立による肉質の向上、②栄養学・
飼料学、③草地学・家畜生産システムの３分野にわたり、各分野それぞれにおいて、プロジェ
クト目標達成の度合いは異なるものの、JICAによる供与機材と日本人専門家による技術移転、
及びUBA側の厳しい予算状況においての可能な限りの財政的支援、そしてUBAのC/Pの高い目
的意識と研究意欲によっておおむね目標は達成された。

５．提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
　(1) アルゼンチン政府が肉質・生産の向上をめざすなか､「環境保全型家畜生産システム」の

重要性を認識し、環境破壊の予防策としてアルゼンチン政府がプロジェクトの成果を行政
に積極的に反映させること。

　(2) UBA及びINTAをはじめとする普及機関が連携を深め、情報交換、人的交流を通じて「環
境保全型家畜生産システム」の畜産業者への普及をめざすこと。

　(3) UBAを中心として､「環境保全型家畜生産システム」における各分野のスペシャリストの
育成による人材の輩出をめざすこと。

　(4) UBAの肉質研究棟が拠点となり、アルゼンチン国内及び他中南米諸国に対する「環境保全
型家畜生産システム」の技術移転を推進すること（2001年５月に日本・アルゼンチン両国
間で署名された日本・アルゼンチン・パートナーシップ・プログラムによる南南協力の推
進）。

６．教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、
運営管理に参考となる事柄）

　　JICA側及び専門家、相手国側C/Pとの間で、プロジェクト目標をはじめとする研究協力の方
向づけについて、協力開始当初より密接な情報共有に努めることが必要である。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査背景及び目的

　〈調査背景〉

　　(1) アルゼンチン共和国（以下､「アルゼンチン」と記す）国土の半分以上は草原であり、

その草原はほとんどすべて畜産のために利用されている。同国の肉牛、乳牛の80％はパン

パ平原で飼育されており、その品質の良否は牧草の種類と草地管理の適否に依存する割合

が大きい。同国の主要輸出品目である畜産物は、近年競争力が低下しており、特に牛肉の

生産性向上とともに肉質向上が課題となっている。国立ブエノス・アイレス大学（UBA）

農学部は、アルゼンチン政府の国策に沿って、牛肉の肉質の向上とその良質肉の生産性向

上を目的として研究を進めており、フィードロット（穀類飼育）方式による肉質の改善、

さらに穀物給餌を増加させたときの環境汚染の程度の測定等、アルゼンチン独自の解決す

べき課題に取り組んでいる。

　　(2) このような状況から、アルゼンチンで実施されている家畜生産システムについて、草地

をいかに活用し、保全していくかという環境保全面と、肉質改善、生産性向上という両側

面から、また家畜の栄養学的観点を踏まえつつ分析評価することを目的として、アルゼン

チン政府より我が国政府に対して本研究協力の要請がなされた。これを受け、1999年２月

１日から2002年１月31日までの３年間を実施期間として、本研究協力が開始された。本研

究協力においては、長期専門家２名（家畜生産システム、草地学）が派遣され、その他「肉

質向上」､「草地学」､「家畜栄養学」等における技術指導のために短期専門家延べ17名が

派遣されている。機材については、カラー静止画像記録装置、心拍メモリー、超音波測定

装置等が供与されている。また､「肉質の肉質分析技術」「超音波による肉牛生体評価法、

枝肉評価システム」等の分野で、計６名のC/Pに対し本邦研修を実施している。

　　　　今般、本研究協力が開始されて２年９か月が経過した時点で、これまでの活動及び成果、

プロジェクト目標の達成度等に関する評価を行うために、終了時評価を実施することとし

た。

　〈調査目的〉

　　本研究協力（協力期間３年間）の終了前２か月の時点において、評価５項目に従って評価を

実施し、その結果について相手国実施機関と確認を行う。また、評価結果を踏まえて、協力期

間終了にあたっての対応方針（今後のフォロー）につき提言を行い、同提言及び本研究協力か

ら得られた教訓を基に今後の協力のあり方や実施方法の改善について先方と認識を共有する。
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１－２　調査団の構成と調査期間（詳細については、付属資料１．調査日程を参照）

　2001年12月４日～12月14日（11日間）

　　岩谷　寛　　　総括・団長 JICAアルゼンチン事務所 次長（現地参加）

　　矢野　秀雄　　家畜栄養学 京都大学大学院 教授

　　小谷　知之　　評価計画 JICA中南米部南米課 職員

　　鈴木　修一　　PCM手法による評価 国際開発高等教育機構 事業部 職員

１－３　終了時評価の方法

　(1) 本プロジェクト開始に際してアルゼンチン政府と合意した討議議事録（Record of

Discussion：R/D）に基づき、計画達成度を把握し、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から評価を行い、今後の協力のあり方や実施方法改善の参

考とするため必要な提言を行う。

　(2) 調査団は調査結果（案）を作成し、同調査結果についてアルゼンチン側と協議のうえ、ミ

ニッツの形で双方確認する。

　(3) 調査実施後、報告書を取りまとめる。
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第２章　評価結果概要

２－１　評価５項目の結果

　本プロジェクトに関する５項目評価について、調査の結果、以下のとおりにまとめた。各項目

は５段階で評価した。３を最低到達基準とし、５が最良の評価であり、１、２は負の評価である。

またその根拠についても以下に記した。なお、５項目評価結果のための調査グリッドについては

次ページ以降に示した。

妥当性 ４+ 環境保全型家畜生産システムの研究を行い、普及基盤が整う
こと及び研究成果が牧畜業者に普及すること（プロジェクト
目標・上位目標）は、評価時においても国・大学・牧畜業者
などすべての畜産関係者のニーズと合致している。

有効性 ５ 普及機関（INTA、アンガス協会、SENASAなど）との技術
協定の締結及び契約により、「環境保全型家畜生産システム」
の普及基盤の整備は十分に行われた。

効率性 ４ 洪水や機材設置の遅延など負の影響にもかかわらず、成果は
ほぼ達成されている。日本側投入（専門家の派遣、機材の投
入、研修員の受入れ）の質・量・タイミングとも適切であっ
た。また、UBA側も厳しい予算状況にもかかわらず供与機
材に係るメンテナンス費用の確保に最大限の努力を払い、適
材適所の人材配置を行った。

インパクト ４+ 既に本プロジェクトの上位目標である「研究成果の普及」は
INTA、アンガス協会を通じて、また、UBAにより開始され
ている。さらにUBA・宮崎大学の農学部同士の学術提携な
どはUBAの研究・教育体制によい影響を与えた。

自立発展性 ４ 行政をはじめ、畜産関係者の本研究成果に対する関心は高い
ので政策的支援は得られると考えられる。また、家畜生産学
科は、ヘンダーソン牧場・アンガス協会との契約などによる
独自予算確保の見通しもあり、自立発展性は高いと考えられ
る。
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２－２　調査グリッド

評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

実　績 上位目標の達成度
（見込み）

①アルゼンチ
ンの畜産政
策

・国家政策
のレポート

・資料レビュー ・ N/A

②牧畜農家の
技術

・牧畜農家 ・インタビュー
、現地視察

・ INTA、アンガ
ス協会等を通じて
技術の情報を得て
いる。

４

③屠殺場の屠
殺技術

・専門家 ・インタビュー ・枝肉評価システ
ムの導入の動きが
ある。

４

プロジェクト目標
達成度

①普及機関の
受入状況

・普及機関
との契約

･資料レビュー ・アンガス協会、
INTA との技術協
定が結ばれた。

５

成果の達成度 ①各成果の論
文の本数

・論　文 ・現物確認 ・国際食肉学会等
での発表８本、学
術誌掲載１本、掲
載応募中１本。

４

・プロジェ
クトの記録

・資料レビュー

②セミナーで
発表された
論文の数

・セミナー
のプログラ
ム

・セミナー参加 ・セミナーにて13
本発表

４

③セミナー受
講者の満足
度

・セミナー
受講者

・アンケート おおむね満足 ４

投入の実績 （付属資料1.
参照）

・報告書 ・資料レビュー ・ C/P がフランス
に留学した。

２

・長期専門家の任
期13か月に短縮。

２

・ UBA の
予算執行実
績

・資料レビュー ・ N/A

実施プロセス 活動の進捗状況 ・研究は予定
どおり行われ
たか

・報告書 ・資料レビュー ・研究課題 Cに遅
延が生じた（機材
購入に手間がか
かったため)。

２

・洪水のため牧場
視察がなかなか行
えなかった。

２

・ C/P がかけもち
をしており十分な
活動が行えなかっ
た。

２

・研究に必要な資
料が予想より少な
かったため数式を
簡略化した。

３

・ C/P が留学した
ため、実験地を変
更し、結果的に遅
延した。

２

・専門家、
C/P

・インタビュー ・順調だった。 ３
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評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

実施プロセス モニタリングの実
施状況

①モニタリン
グの仕組み

・報告書 ・資料レビュー ・国内支援委員
会、ステアリング
委員会でプロジェ
クトの進捗モニタ
リングが行われ
た。

４

② PDM の軌
道修正

・ PDM ・資料レビュー ・研究に必要な資
料が予想より少な
かったため、数式
を簡略化した（活
動計画の変更)。

３

・ PDM ・資料レビュー ・研究課題 C-3担
当 C/P が外れたた
め内容を修正し
た。

２

・ PDM ・資料レビュー ・研究課題 C-5は
当初のテーマが大
きかったこと及び
研究主体をアルゼ
ンチン側に移行し
たため変更した
（他畜産物との比
較 を 取 り や め
る）。

３

③外部条件の
変化への対
応

・専門家、
C/P

・インタビュー

・報告書 ・資料レビュー ・機材購入に手間
がかかったため、
活動が遅延した。

２

専門家と C/P の関
係性

① コ ミ ュ ニ
ケーション
の状況

・専門家、
C/P

・直接観察 ・お互いに信頼し
ているように思わ
れる。

４

②共同作業の
状況

・報告書 ・資料レビュー ・専門家から大学
へ依頼した書類の
処理に時間がか
かった。

３

③C/Pの変化 ・専門家 ・インタビュー
（FGD）

・ N/A

相手国実施機関の
オーナーシップ

①実施機関の
参加度合い

・実施機関
関係者

・インタビュー ・肉牛に関する研
究はアルゼンチン
で行うべきもので
あることが認識さ
れている。

４

②予算の手当
て

・専門家 ・インタビュー ・厳しい状況のな
かでは努力してい
る。

４

③C/P の配置
の適正化

・報告書 ・資料レビュー ・移動した C/P も
いたが、問題はな
かった。

３

妥当性 ・上位目標は相手
側の開発政策に合
致しているか

①アルゼンチ
ンの畜産政
策

・ INTA ・インタビュー ・輸出に向けての
肉質、肉量の改善
が重要と認識。

４
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評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

妥当性 ・上位目標は相手
側の開発政策に合
致しているか

②アルゼンチ
ンの環境政
策

・専門家 ・インタビュー ・現在は環境負荷
は低いが、肉牛の
生産増大に伴う環
境負荷の増大は、
先進国が歩んでき
たものなので、予
防する必要がある｡

４-

・普及機関との連
携は構築されてい
るか

・普及機関の
動向

・ INTA ・インタビュー ・ INTA と技術協
定が結ばれた。

５

・プロジェクト目
標 は 牧 畜 業 者 の
ニーズと合致して
いるか

・牧畜業者の
ニーズ

・アンガス
協会

・インタビュー ・ UBA と契約し
て技術を導入して
いる。

５

・プロジェクト目
標は大学側のニー
ズに合致している
か

①ブエノス･ア
イレス大学
農学部の研
究課題

・大学関係
者

・インタビュー ・家畜生産研究科
は農学部のなかで
も野菜と同等の重
点課題にしたいと
考えている。

４

②大学の体制
の現状及び
見通し

・大学の整
備計画

・資料レビュー ・ミートサイエン
スセンターを建設
した。

５

・大学関係
者

・インタビュー ・学長直属の新学
科、新コースが開
設された。

５

・プロジェクト目
標は牛肉需要側の
ニーズに合致して
いるか

①牛肉の消費
状 況 （ 国
内、海外）

・大学関係
者

・インタビュー ・年間 280万トン
のうち80％が国内
で消費、20％しか
輸出がないので振
興したいと考えて
いる。

４

・農業省 ・インタビュー ・ N/A
有効性 ・プロジェクトの

成果は環境保全型
家畜生産システム
の普及基盤の整備
にどの程度反映さ
れているか

①プロジェク
ト目標の達
成度

・実績表 ・データ①、②
の検証及び比較

・普及機関との技
術協定により普及
基盤整備は十分行
われていると考え
られる。

５

②研究成果 ・実績表 ・資料レビュー
効率性 ・投入量に見合っ

た成果が達成され
ているか

①成果の達成
度合い

・実績表、
報告書

・資料レビュー ・国際食肉学会等
での発表８本、学
術誌掲載１本、掲
載応募中１本。

５

・専門家、
C/P

インタビュー ・研究課題 Cは未
達。

２

②投入機材の
活用度・設
置のタイミ
ング

・現場 ・直接観察 ・特に問題はな
い。

３

・報告書 ・資料レビュー ・特に問題はな
かったが、一部不
足と思われる機材
（測定機）が見う
けられた（計画が
過少)｡

３
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評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

効率性 ・投入量に見合っ
た成果が達成され
ているか

②投入機材の
活用度・設
置のタイミ
ング

・専門家、
C/P

・インタビュー ・配管工事の遅延
により一部機材の
設置が遅れた。

３-

・110V 使用の機
材が送られた、す
ぐに対処した。

３

・大学関係
者

・インタビュー ・同　上

③人的資源の
活用度・専
門家派遣の
タイミング

・専門家 ・インタビュー ・ C/P は意欲も高
くよく協力してく
れた。

４

・ C/P は目的意識
が高く、日本での
研修を有効に活用
した。

４

・ C/P ・インタビュー ・専門家はとても
熱心に指導してく
れた。

４

・研修員 ・インタビュー ・日本での研修は
とても効果的だっ
た｡

４

・研修時多少の言
葉の問題が生じた｡

３

・報告書 ・資料レビュー ・同　上
・報告書 ・資料レビュー ・ C/P がかけもち

をしており十分な
活動が行えなかっ
た｡

３

④現地業務費
の 使 用 状
況・タイミ
ング

・専門家 ・インタビュー ・効果的に使用さ
れた。

４

・手続きが煩雑で
ある。

２

⑤ 受 入 側
(UBA)の便
宜供与

・報告書 ・資料レビュー ・問題はなかっ
た。

４

・専門家 ・インタビュー ・予算が少ない割
にはよく尽くして
くれた。

４

⑥天候の変化
（外部条件
の変化）

・報告書 ・資料レビュー ・洪水により調査
に遅延が生じた。

２

・プロジェ
クト関係者

・インタビュー ・洪水により調査
に遅延が生じた。

(上に加味)

⑦UBA の実
施体制の変
更

・報告書 ・資料レビュー ・ C/P が変更され
た。

２

・プロジェ
クト関係者

・インタビュー ・同　上

インパクト ・本プロジェクト
の研究成果が牧畜
業者に移転される
見込みはあるか

①上位目標の
達成見込み

・プロジェ
クト関係者

・インタビュー ・既に INTA を通
じて行われ始めて
いる。

５
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評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

インパクト ・本プロジェクト
の研究成果が牧畜
業者に移転される
見込みはあるか

①上位目標の
達成見込み

・契約書 ・資料レビュー ・個人牧場と契約
が結ばれた。

５

・導入された機材
がプロジェクトの
目的以外にも有効
に活用されている
か

・供与機材の
使用状況

・現　地 ・直接観察 ・可能性はあるが
実際に行われては
いない。

３

・大学関係
者

・インタビュー ・同　上

・プロジェクト実
施による大学の運
営体制に変化があ
るか

・大学の体制
の現状及び見
通し

・大学の整
備計画

・資料レビュー ・ミートサイエン
スセンターを建設
した。

５

・有識者 ・インタビュー ・ N/A
・ タ ー ゲ ッ ト グ
ループ以外への波
及効果は期待でき
るか

①アルゼンチ
ンの畜産政
策

・国家政策
のレポート

・資料レビュー ・ N/A －

②ブエノス･ア
イレス大学
へのインパ
クト

・大学関係
者

・インタビュー ・学長直属の新学
科、新コースが開
設された。

５

③他機関の研
究成果の導
入

・報告書 ・資料レビュー ・ N/A

・専門家 ・インタビュー ・ウルグアイから
スタッフが来てい
た。

－

・宮崎大学との学
術提携が結ばれ
た。

５

自立発展性 ・政策支援の継続
の見込みはあるか

①開発政策に
おける畜産
政策の位置
づけ

・アンガス
協会

・インタビュー ・国家計画に従っ
て、肉質に関する
優良遺伝子選択を
行っている。

４

・ JICA 事
務所

・インタビュー ・研究棟落成式
に、農牧長官、
INTA 総裁などが
出席し、研究の重
要性が認識され
た。

４

・ INTA ・インタビュー ・肉質の向上は重
要であり、 UBA
以外でも積極的に
研究が行われてい
る。

４

②畜産研究に
おけるUBA
の位置づけ

・畜産政策 ・資料レビュー N/A

・大学担当 ・インタビュー ・畜産研究に関す
るリーディング大
学である。

３＋

・教育省担
当官

・インタビュー ・ N/A
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評価項目 調査項目
必要な情報・
データ

情報源 調査方法 調査結果 判　定

自立発展性 ・政策支援の継続
の見込みはあるか

③畜産政策に
関連する環
境保全

・専門家 ・インタビュー ・環境はもともと
お金になりにくい
ので、受け入れら
れるためには、相
当の努力が必要で
ある。

２

・行政からの要望
が強まると考えら
れる。

４

・実施機関の組織
能力は研究を継続
するに十分か

①大学の予算 ・大学学部
長

・インタビュー

・報告書 ・資料レビュー ・アンガス協会と
の契約により収入
が得られる。

４

②大学の人員
体制

・大学関係
者

・インタビュー ・学科には45名の
講師がいる。

３

・４年前は博士が
２名しかいなかっ
たが、徐々に指導
者が増えつつあ
る。

４

③大学の情報
発信能力

・大学関係
者

・インタビュー ・学術誌の発行を
行 っ て い る ( 季
刊)。

３＋

④大学の組織
体制

・大学の整
備計画

・資料レビュー ・ミートサイエン
スセンターを建設
したことにより組
織・体制が強化さ
れた。

４

・求められる肉牛
の質などを把握す
る機能を備えてい
るか

①大学の情報
収集能力

・大学関係
者

・インタビュー ・奨学金を出して
留学生を送ってい
る。

４

②人材交流の
有無

・専門家 ・インタビュー ・宮崎大学農学部
と学術提携を行っ
た。

４

・学生にとって魅
力的な大学運営が
行われているか

①在学者数、
入学者数

・大学関係
者

・インタビュー ・13学部28万人 ３

②在学者の満
足度

・大学関係
者

・インタビュー ・1998年の新プロ
グラムにより増加
傾向にある。

３＋
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第３章　評価結果総括及び提言等

３－１　評価結果総括

　本調査団は、前章における評価結果で述べたように、当研究協力は、妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性の観点から十分に達成されたものと判断した。本研究協力における研究

課題は、①肉質・肉量の評価法確立による肉質の向上、②栄養学・飼料学、③草地学・家畜生産

システムの３分野にわたり、各分野において研究結果を打ち出すために必要な期間が異なるため、

協力期間である３年間をもって３分野を横断的に総括する「環境保全型家畜生産システム」の普

及基盤を確立することは、プロジェクト開始当初から容易ではなかった。各分野それぞれにおい

て、プロジェクト目標達成度の度合いは異なるものの、JICA による機材供与と日本人専門家に

よる技術移転、及び UBA側の厳しい予算状況においての可能な限りの財政的支援、そして UBA

C/P の高い目的意識と研究意欲によって目標は達成されており、プロジェクト期間中にアルゼン

チン農牧普及機関や民間団体との協定・契約の取極め、また UBA と宮崎大学間の学術交流提携

といったように、アルゼンチン国内のみならず両国間においても本プロジェクトの波及効果は大

きく、本研究協力は双方において有益であったものといえる。

３－２　提　言

　調査団は、本研究協力のアルゼンチン側実施機関である UBA が、経営陣の支援体制、教授を

はじめとするスタッフの研究能力及び高い意欲から、JICA による技術協力の受入機関として十

分協力し得る C/Pであると判断した。一方、既に日本、米国ほかの先進諸国において問題となっ

ている畜産分野における環境破壊の問題が、補助飼料の導入により肉質向上及び生産量の拡大を

めざすアルゼンチンにとって、今後問題化する可能性がある。この問題はアルゼンチンのみなら

ず、畜産を主要生産セクターと位置づける中南米の他の諸国においても同様であり、本研究協力

「環境保全型家畜生産システム」の構築の重要性について、行政側が理解し、政策として積極的

に支援を行うことが重要であることを言及したい。

　上記の理由から、調査団は今次調査結果を踏まえ、同研究協力が予定されていた協力期間にお

いて終了し、今後アルゼンチン側がとるべき施策について以下のとおりの提言を行うこととした

い。

　(1) アルゼンチン政府が肉質・生産の向上をめざすなか、「環境保全型家畜生産システム」の重

要性を認識し、環境破壊の予防策としてアルゼンチン政府が、本プロジェクトの成果を行政

に積極的に反映させる。

　(2) UBA 及び INTA をはじめとする普及機関が連携を深め、情報交換、人的交流を通じて、

「環境保全型家畜生産システム」の畜産業者への普及をめざす。
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　(3) UBA を中心として、「環境保全型家畜生産システム」における各分野のスペシャリストの

育成による人材の輩出をめざす。

　(4) UBA の肉質研究棟が拠点となり、アルゼンチン国内及び他の中南米諸国に対する「環境保

全型家畜生産システム」の技術移転を推進する（2001年５月に日本・アルゼンチン両国間で

署名された日本・アルゼンチン・パートナーシップ・プログラムによる南南協力の推進）。

　また、今次調査時、調査団が専門家及びアルゼンチン側 C/P から情報収集を行うにあたり、

本研究協力の実施当初に作成された PDM における「UBA における構築された家畜生産システ

ムや家畜栄養学・肉質改善の研究成果が INTAを通じて牧畜業者に普及される。」というプロジェ

クト目標について、必ずしも十分に理解されていなかったことが判明した。専門家及びアルゼン

チン側 C/P は、３分野にわたる同研究協力の３年間の協力期間内で、牧畜業者に普及を実施す

ることは不可能であり、当研究協力は将来的な普及をめざすための協力であるという理解のもと

活動していた。したがって、JICA 側が当初作成した上記のプロジェクト目標は、関係者に十分

に周知されていなかったことになる。このことから、JICA 側及び専門家、相手国側 C/P との間

で、プロジェクト目標をはじめとする研究協力の方向づけについて、協力開始当初より密接な情

報共有に努めることが必要であることを痛感した。

３－３　その他追記事項

　長期専門家として派遣されたが、健康上の理由により活動期間半ばで帰国し、逝去された朝日

田 康司氏（北海道大学名誉教授）について、12月11日のセミナー終了時、Alfredo Utsumi前畜

産学科長より参加者に対し、同経緯の説明がなされるとともに、アルゼンチン側研究協力関係者

から朝日田氏家族に対する哀悼の意を表す寄せ書きが提出された。この寄せ書きは、短期専門家

としてセミナーに参加した北海道大学 田中 桂一 教授に手交され、田中教授から参加者全員に

対し、再度朝日田氏の功績について言及されるとともに、この寄せ書きは責任をもって自分から

朝日田夫人に手交すること、また本研究協力が当初計画どおりの成果をもって無事終了に至るこ

とを同氏墓前において報告することを表明した。





付　属　資　料

１．調査日程

２．主要面談者

３．PDM

４．合同評価報告書

５．12月11日「アルゼンチン牛肉質セミナー（研究協力総括発表会）」

　　概要及び参加者アンケート結果
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